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※この資料は「決算説明会資料」を一部抜粋したものです。

※決算説明資料も併せてご参照下さい。

将来の見通しの記述について
このレポートに記載されているJR東日本グループの現在の計画、戦略、確信などのうち、過去の事実以外のものはJR東
日本グループの将来の業績に関する見通しの記述であり、現在入手可能な情報に基づく経営陣の仮定と確信に基づく
ものであります。これらの将来見通しの記述は、既に知られているリスク、知られていないリスクや不確かさ、その他の要
因などを含み、JR東日本グループの実際の経営成績、業績などはこのレポートに記載した見通しとは大きく異なる結果と
なる可能性があります。これらの要因には以下のようなものなどが含まれます。
①鉄道事業の現在の利用者数を維持または増加させるJR東日本グループの能力、②鉄道事業その他の事業の収益性
を改善するJR東日本グループの能力、③鉄道事業以外の事業を拡大するJR東日本グループの能力、④日本全体の経
済情勢や法規制、日本政府の政策など。

お問合せ先： 財務部 資金調達グループ bond@jreast.co.jp
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注1） ｲﾝﾀﾚｽﾄ・ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ＝営業キャッシュ・フロー÷利息の支払額
注2） キャッシュ・フロー対有利子負債比率＝有利子負債÷営業キャッシュ・フロー
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※ 鉄道施設購入長期未払金の内訳

（＊）「新幹線鉄道に係る鉄道施設の譲渡等に関する法律施行令」第１条の、それぞれ第１号、２号、３号に規定されていることによる通称

9.57年2.99%100.034,220
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10.74年

5.40%
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1.98%

30.6%
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45.6%
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15,600

(1,799)

(13,801)

鉄道施設購入長期未払金（※）

長期借入金

社債

（内一般担保債）

（内無担保債）

平均年限

(単体ベース）
平均金利

億円 内訳

・同機構が負担する債務の償還資金

・在来線の整備

・整備新幹線 等

独立行政法人

鉄道建設・運輸

施設整備支援機構

1991.10～2017.3

1991.10～2017.3

1991.10～2051.9

元利均等

元利均等

元利均等

4.08%

6.35%

6.55%

変動

固定

固定

4,326

2,505

3,468

21,018

6,385

3,665

１号債務＊

２号債務＊

３号債務＊

5.40%10,484総 計

同 上（2002.3）～2029.11元利均等2.94%変動58367モノレール債務

同 上1997.3～2022.3元利均等1.48%変動124279秋田新幹線

5.46%10,30131,069合 計

利 率変動/固定

支払先における用途支払先支払期間支払方法
金 利未払残高

（億円）

買取時元本

（億円）
債務の名称

連結長期債務の内訳（2011年3月末）

長期債務の構成
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注 １） 見込額は2011年3月末現在。
２） 新幹線１号債務の早期償還額は予定額。
３） 社債に関する償還額は、額面金額を記載。
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注 １） 2011年3月末現在。
２） 償還額は、額面金額を記載。

社債の償還見込み
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ユーロ・ポンド債

債券投資家向け追加資料

国内債

（無担保 2010年度発行）
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（注）利払日は原則として２月及び８月の２５日

2010年度の社債発行実績

2015.7.222010.7.22+8bp0.446％100.00円0.446％150億円568

2020.7.222010.7.22+7bp1.222％100.00円1.222％150億円1069

2020.9.292010.9.29+7bp1.193％100.00円1.193％200億円1070

2030.9.272010.9.29+10bp1.905％100.00円1.905％200億円2071

2020.12.222010.12.22+8bp1.280％100.00円1.280％200億円1072

2030.12.202010.12.22+12bp2.098％100.00円2.098％200億円2073

2021.3.242011.3.24+6bp1.355％100.00円1.355％100億円1074

2031.3.242011.3.24+9bp2.137％100.00円2.137％100億円2075

JGB

スプレッド

応募者

利回り
クーポン発行総額 償還日発行日発行価格年限回号
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長期債務格付け

AA＋AA－Aa１
•日本最大の鉄道会社で、在来線、新幹線とも
首都圏を中心に営業基盤は強い。

•厳しい消費環境の下でも、抜群の立地に展開
する商業施設などの収益が大きく落ち込む可能
性は低い。

•収益力・キャッシュフロー創出力が大きく揺らぐ
懸念は小さい。

•減価償却費を大きく上回る投資が当面続く見
通しだが、高いキャッシュフロー創出力を背景に、
引き続き有利子負債の削減を進めていくことは
可能。

•格付を維持し、方向性を「安定的」とした。
（2010年3月）

【震災を受けての発表内容】

•日本で最も人口が集中する首都圏を営業地域
に持つ収益基盤の強さに変化が生じたわけで
はなく、今のところ格付を変更しなければならな
いような状況は想定していない。

（2011年3月）

•主力の運輸事業では、強固な事業基盤に支えら
れ、安定した収益力を維持している。

•非運輸事業でも、駅立地の優位性を最大限に活
用し、高い競争力と安定した収益力を維持してい
る。

•保守的な財務方針を維持し、負債・資本構成は
緩やかながら改善基調を維持している。

•極めて安定した資金調達基盤を維持している。
•景気低迷の影響で収益への下方圧力が残るうえ、
中長期的には少子高齢化の進行に伴う運輸旅客
需要の減少が懸念される。

•格付、アウトルック（「安定的」）とも据置き。
（2010年3月）

•財政悪化懸念により日本政府のアウトルックを
「ネガティブ」に変更したことを受け、アウトルックを
「ネガティブ」に変更。

•日本政府の信用力に制約されるとは考えていな
いが、仮に日本政府が債務不履行に陥るような経
済環境を想定した場合には、十分な債務履行能
力を維持するのが難しい。

•なお、東日本大震災の影響については、安定した
CF創出力に鑑みてある程度吸収することが可能。

（2011年4月）

•不動産賃貸事業や小売事業は各々の分野で高
い競争力があり、非常に安定した利益とキャッ
シュフローをもたらしている。

•運輸事業においても、固定費全般を削減するこ
とにより営業利益を増加させてきた。

•安定的な運輸事業からのキャッシュフローと非運
輸事業からの分散化された質の高いキャッシュフ
ローによって、債務履行能力を強化していく。

•同社の財務方針は引き続き堅実であり、債務削
減を続けていく。

•格付けの見通しは「安定的」である。
（2008年9月）

【震災を受けての発表内容】

•東日本大震災が格付及び格付見通しに与える
影響は、現時点では限定的である。

•連結ＣＦの大部分を生み出す首都圏における事
業設備は損害を受けていない。

•高い利益率によって、災害による短期的な減収
は補われ、ＣＦや財務に対する長期に亘る圧迫も
避けられるであろう。

（2011年3月）

R&IS&PMoody’s
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